
石川県移住創業者利子補給事務取扱要領 

  

１．趣旨 

  この要領は、石川県移住創業者無利子化補助金交付要綱（以下、「要綱」という。）に定めるものの

ほか、石川県移住創業者無利子化補助金（以下、「補助金」という。）に係る利子補給事務に必要な事

項を定めるものとする。 

２．定義 

この要領において、次に掲げる用語は、当該各号に定めるところによる。 

（１）創業者向け融資制度 

次のいずれかに該当する融資制度 

ア 石川県創業者支援融資制度 

イ 石川県小口零細融資制度 

（創業者支援分、女性・若者・シニア創業者支援分、過疎地域創業者支援分） 

（２）認定機関等 

石川県制度金融通則 5 に規定するもののうち商工会議所及び商工会をいう。なお、利子補給  

事務においては、商工会は、石川県商工会連合会を経由して行うものとする。 

（３）移住創業者 

石川県外から県内に転入して居住し、中小企業者として新たに創業するものであって、創業者向

け融資制度を利用することができるもの 

３．利子補給対象者 

移住創業者のうち利子補給を受けることができる者は、要綱第三条各号に規定するものとする。 

 

 

＜利子補給対象者イメージ＞

要綱第３条第二号アのケース（申請後転入）

要綱第３条第二号イのケース（申請前1年以内転入）

要綱第３条第二号ウのケース（事業開始後の利用）

毎年度
（認定機関）

融資認定申請

融資認定申請

事業開始 融資認定申請
（金融機関）

毎年度

毎年度

利子補給受給
（認定機関） （金融機関）
融資認定 融資実行 事業開始

融資実行
（金融機関）

融資認定
（認定機関）

利子補給金請求

融資認定

事業開始 利子補給金請求 利子補給受給

融資実行 利子補給金請求 利子補給受給

認定までに

県内に移住し、継続して居住県外から転入

申請前1年以内

県内に移住し、継続して居住県外から転入

開始前1年以内

県内に移住し、継続して居住県外から転入

開始後１年未満



４．利子補給対象期間 

  利子補給対象期間は、平成 28 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの間に融資を受け、利払い

開始日から起算して 36ヵ月後の約定日までの利払い期間とし、それ以降に支払われた利息は、利子

補給の対象としない。 

５．利子補給金額の算定 

  利子補給金額は、毎年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの間において支払われた利息に対して実額を

交付するものとする。ただし、平成 28年度においては、平成 28年 4月 1日から 12月 31日までの

分について交付する。 

６．利子補給金認定申請 

  移住創業者は、創業者向け融資制度認定申請時に、利子補給金認定申請書（様式 1）に必要書類を

添えて認定機関等に提出するものとする。 

７．利子補給金認定書の発行 

  認定機関等は、知事が補助を承認したときは、移住創業者に対し、利子補給金認定書（様式 1）を

発行するものとする。 

８．利子補給金請求 

移住創業者は、認定機関等が別途指示する日までに、利子補給金請求書（様式 4）に必要書類を添

えて認定機関等へ提出するものとする。 

９．利子補給金支払 

認定機関等は、県から補助金の交付を受けたときは、速やかに移住創業者の返済用口座へ利子  

補給金の振込を行うものとする。 

10．利子補給金提出書類 

（１）制度認定時 

提出書類 備考 

利子補給金認定申請書（2部） 様式 1 

個人情報の提供に関する同意書 様式 2 

印鑑登録証明書（本人、法人の場合は代表者及び法人のもの） 原紙（原紙確認時は写し可） 

戸籍の附表の写し 原紙（原紙確認時は写し可） 

（２）補助承認時（変更時） 

提出書類 備考 

金融機関の約定償還が確認できる契約書又は返済予定表 原紙確認、写し提出 

【変更時】変更があったことを証する書類 

（住民票の写し、印鑑登録証明書、商業登記簿謄本等） 

原紙（原紙確認時は写し可） 

（３）利子補給金請求時（毎年度・3ヵ年） 

提出書類 備考 

利子補給金請求書 様式 4 

納税証明書（県税及び市税の未納がないことの証明書類） 原紙（原紙確認時は写し可） 

住民票の写し（申請の 1ヵ月以内に発行されたもの・代表者） 原紙（原紙確認時は写し可） 

商業登記簿謄本又は全部事項証明書、現在事項証明書 

（申請の 1ヵ月以内に発行されたもの・法人のみ） 

原紙（原紙確認時は写し可） 

金融機関への支払いが確認できる預金通帳又は領収書等 原紙確認、写し提出 

（４）その他、（１）から（３）のほか、内容確認に必要な認定機関が別途指示する書類 



利子補給事務申請手続き 
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 ※毎年度１月末までに、

1～12 月分の利払い

実績分について請求 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①認定申請 ②制度金融認定 

融資申込 融資実行 

実行通知 

・認定申請時に、補助対象の要件を確認し、

①認定申請書（②認定書と併用） 

・利用が制限される他の補助金について説明 

③情報提供 

受理 

受理 

市町や商工会議所・商工会からの移住者・創業者向け支援メニューに

よるフォローアップ（経営指導、販路開拓等）を創業者に提供 

⑧補給金請求 審 査 

⑨補助金申請 

（交付申請） 

⑫補助金請求 

⑪負担金請求 負担金支払 

⑬概算払い ⑭補給金支払 補給金受領 

補助対象者で 

あることを記載 

保証審査経由 

（付保必須） 

④承認申請 

⑤承認通知 ⑥利子補給認定 

各市町に対しては、 

負担金見込額を試算 

申請内容確認 

⑩交付決定 

⑮実績報告 ⑯額の確定 

（精 算） 

⑦内容変更が生じた場合は、 
変更承認手続（④～⑤準用） 

受理 

②’利子補給対象

の協議・承認 



【利子補給事務申請手続きの説明】 

＜利子補給承認申請時＞ 

 ① 制度金融認定申請・利子補給金認定申請 

   移住創業者は、認定機関等に必要書類を添えて、各申請書を提出する。 

 ② 制度金融認定 

認定機関等は、申請内容を審査し、当該制度の目的や要件に該当しているかを確認し、制度  

融資に係る認定書を発行する。利子補給対象については、必要に応じて市町と協議を行う。 

  ③ 情報提供 

    県は、金融機関が移住創業者に融資を行い、実行報告書の提出があったときは、市町及び認定

機関等に対し、補助金対象者として情報提供を行う。 

 ＜補助承認時（変更時）＞ 

  ④ 補助承認申請 

    認定機関等は、県からの情報提供があったときは、移住創業者から融資内容を確認し、補助  

承認申請書（様式 1）を知事に提出する。なお、商工会は、石川県商工会連合会を経由すること。 

  ⑤ 補助承認通知 

    知事は、申請内容を審査し、適正と認められればこれを承認し、認定機関等へ通知する。 

  ⑥ 利子補給金認定書の発行 

    認定機関等は、知事が補助を承認したときは、移住創業者に対し、利子補給金認定書（様式 1）

を発行する。 

⑦ 補助変更承認申請（変更がない場合は不要） 

    認定機関等は、承認後にその内容に変更が生じたときは、④から⑤までの手続きを準用し、  

変更承認を受けなければならない。なお、商工会は、石川県商工会連合会を経由すること。 

 ＜利子補給金請求時（毎年度・3ヵ年）＞ 

⑧ 利子補給金請求 

移住創業者は、毎年度、認定機関等に必要書類を添えて、請求書（様式 4）を提出する。 

⑨ 交付申請 

認定機関等は、請求内容を確認し、毎年 1 月から 12 月までの間に係る一借入ごとの利子補給

額に係る補助金額を算出し、補助金交付申請書を知事に提出する。なお、石川県商工会連合会に

あっては、商工会から進達のあった請求書を集約し、申請を行う。 

⑩ 交付決定 

知事は、申請内容を審査し、適正と認めるときは、交付決定を認定機関等へ通知する。 

  ⑪ 市町負担金請求（支払） 

    県は、認定機関等に支給する補助金のうち、市町負担分を積算して請求する。 

    市町は、県の請求を受けて負担金を県に支払う。 

  ⑫ 補助金請求 

    認定機関等は、補助金請求書を知事に提出する。なお、商工会においては、石川県商工会   

連合会が集約して請求を行う。 

  ⑬ 概算払い 

    知事は、認定機関等に補助金を支払う。 

  ⑭ 利子補給支払 

    認定機関等は、移住創業者に利子補給を行う。なお、商工会においては、石川県商工会    

連合会が集約して支払事務を行う。 

  ⑮ 実績報告 

認定機関等は、補助事業を精算し、実績報告書を知事に提出する。 

  ⑯ 額の確定 

知事は、実績報告書を審査し、適正と認めるときは、額の確定を認定機関等へ通知する。  



チェックリスト（※該当する項目をチェックすること） 

 

＜移住創業者＞ 

所 在 地                       

名  称                       

代表者名                       

 

□利子補給承認申請時 

チェックリスト 添付書類確認 

要綱３① □ 県の創業者向け制度融資を利用していること □ 制度融資認定書類 

要綱３② □ 該当記号（   ）に該当 □ 利子補給承認申請書・承認書 

要綱３③ □ 転入前１年以内に石川県内に住所なし □ 戸籍の附表の写し 

要綱３⑤ □ 個人情報等の提供に同意していること □ 個人情報の提供に関する同意書 

要領１０ □ 申請書の添付書類がすべて具備されており、 

申請書の記載内容と相違ないこと 

□ 印鑑登録証明書 

 （本人、法人の場合は代表者及び法人のもの）  

要綱３⑦ □ その他確認が必要な事項（                           ） 

□利子補給請求時 

チェックリスト 確認項目 

要綱３① □ 実際に償還が行われていること □ 金融機関への支払いが確認できる 

預金通帳又は領収書等 

要綱３② □ 認定申請時の内容と相違ないこと □ 住民票の写し 

要綱３④ □ 利子補給受給時において、県内の市町に居住し、

県内で引き続き事業を営んでいること 

□ 商業登記簿謄本等（法人の場合） 

(事業実施場所                ) 

(代表者現住所                ) 

要綱３⑥ □ 県税・市町税を滞納していないこと □ 納税証明書等 

要綱３⑦ □ その他確認が必要な事項（                           ） 

要綱６,７ □ あらかじめ知事の承認を得ていること 

□ 融資条件が変更されている場合は、知事から 

あらかじめ変更承認を得ていること 

 

□ 補助承認通知書 

□ 変更承認通知書 

□ 金融機関への約定返済が確認できる 

契約書又は返済予定表 

□ 変更があったことを証する書類 

要領７ □ 利子補給金の対象として認定していること □ 利子補給金認定書 

要領８ 

要領９ 

□ 会社名・代表者名・住所が適切であること 

□ 請求書の押印が申請時と一致していること 

□ 請求額と利払い額が一致していること 

□ 振込口座が金融機関から融資を受けた口座と 

一致していること 

□ 利子補給金請求書 

 □ 受給可能期間（３年間）であること 融資実行日（    年  月  日） 

上記について確認し、適当であると認める。 

    確認者職・氏名              



様式１ 

番     号  

年  月  日  

（商工会議所会頭） 

（石川県商工会連合会長（商工会経由））様 

所 在 地               

（住 所）               

企 業 名               

代表者名               

 

移住創業者利子補給金認定申請書 

 

 石川県移住創業者利子補給事務取扱要領６に基づき、下記のとおり、必要書類を添えて  

提出します。 

記 

１ 代表者住所 （旧住所） 

 （新住所） 

２ 転入日  

３ 事業内容  

４ 資金名  

５ 申込金額  

６ 資金使途  

 

                                           

移住創業者利子補給金認定書 

 

 石川県移住創業者利子補給事務取扱要領７に基づき、移住創業者利子補給金の対象者である

ことを認定します。 

記 

  年  月  日 

 

（商工会議所会頭） 

（石川県商工会連合会長）      



様式２ 

個人情報の提供に関する同意書 

 

 石川県移住創業者利子補給金を受給するにあたり、受給要件確認のほか、移住その他創業に

関する支援を関係機関から受けるために、下記の個人情報について、関係機関へ提供すること

に同意します。 

記 

（同意内容） 

１ 氏名・住所・連絡先等、属性に関する情報 

２ 取扱商品、サービス内容、取引先等、経営内容に関する情報 

３ 預金残高情報・資産に関する情報 

４ 本人、又は本人が代表を務める法人における融資残高・返済状況等、与信取引状況に  

関する情報（過去のものを含む） 

５ 申込時及び申込後に提出する書類に記載されたすべての情報 

 

（関係機関） 

 １ 石川県 

 ２ 移住先及び事業地の市町 

 

 

 

    年  月  日 

 

（商工会議所会頭） 

（石川県商工会連合会長（商工会経由））様 

住  所               

氏  名               

（担当者の面前で署名したものであること） 

  



様式３ 

番     号  

年  月  日  

 

   市（町）長          様 

（商工会議所 会頭） 

（商工会 会長）      

 

移住創業者利子補給認定に係る協議について 

 

   年  月  日付けで申込みがありました下記の申請者について、石川県移住創業者 

無利子化補助金交付要綱第３条第２号エに該当するものとして承認いただきたく、協議いた 

します。 

 

記 

１ 企業名  

２ 所在地  

３ 代表者名  

４ 代表者住所 （旧住所） 

 （新住所） 

５ 転入日  

６ 協議理由  

 

 

７ その他 別添申請書（写）のとおり 

                                           

移住創業者利子補給認定に係る承認について 

 

 協議のあった上記申請者については、石川県移住創業者無利子化補助金交付要綱第３条  

第２号エに該当するものとして承認します。 

  年  月  日 

   市（町）長     

  



様式４ 

年  月  日  

 

（商工会議所会頭） 

（石川県商工会連合会長（商工会経由））様 

所 在 地               

（住 所）               

企 業 名               

代表者名               

 

移住創業者利子補給金請求書 

 

 石川県移住創業者利子補給事務取扱要領８に基づき、下記のとおり、必要書類を添えて  

請求します。 

記 

 

 請 求 額                 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （制度融資返済用口座と同一のもの） 

 振込先    銀行    支店 

口座番号（普・当）      

 


